
GCPEA

Global Coalition to 

Protect Education from Attack

攻撃される教育
2022

日本語概要



この調査報告書は、教育を攻撃から守るための世界連合（Global Coalition to Protect Education from 

Attack, GCPEA）による発行です。GCPEAは緊急下や紛争影響下における教育、高等教育、保護、そして紛

争や治安悪化の影響を受けた国々の教育施設や生徒、教員に対して現在行われている攻撃に懸念を持つ国

際人権法・人道法の分野で活動する組織により、2010年に設立されました。

GCPEAは、セーブ・ザ・チルドレン（議長）、アムネスティ・インターナショナル、エデュケーション・ア

バブ・オール財団（EAA）、ヒューマン・ライツ・ウォッチ、米国国際教育研究所（IEE）、国連難民高等

弁務官事務所（UNHCR）、国連児童基金（UNICEF）、国連教育科学文化機関（UNESCO）の組織が参加してい

ます。

「攻撃を受ける教育2022」は、GCPEAによる独立した調査結果をまとめたものです。GCPEA理事会はメン

バー組織から独立しており、必ずしも理事会組織の見解を反映したものではありません。

eua2022.protectingeducation.org 

Global Coalition to Protect  
      Education from AttackGCPEA

Senior Researchers:  
Jerome Marston and Marika Tsolakis 

Research Consultant: Felicity Pearce 

Contributing Researchers and Writers:  
Lucia Cadavid Arango, Renna Bazlen, Allison Filosa, 
Manali Joshi, Gideon Olanrewaju 

Designer: Rafael Jiménez 

Graphics: Primer&Co.

GCPEA is grateful to members of its Secretariat, 
Working Groups, and Steering Committee who 
provided feedback on and advised on this project, as 
well as staff members and consultants of member 
organizations who reviewed and commented on the 
country profiles.

Generous support for Education under Attack 2022 has been provided by the Education Above All Foundation, 
Education Cannot Wait, the Norwegian Ministry of Foreign Affairs, and an anonymous donor.   

CONTRIBUTORS ACKNOWLEDGMENTS

攻撃される教育

日本語概要

2022

http://eua2022.protectingeducation.org


攻撃される教育　2022

54

日本語概要

コロンビア

ウクライナ

トルコ

タイ

スーダン

南スーダン

イエメン
フィリピン

パレスチナ

パキスタン

ナイジェリア

ニジェール
ミャンマーマリ

リビア

ケニア

イラク

インド

シリア

エピアチア
ソマリア

中央アジア

カメルーン

ブルキナファソ

アフガニスタン

コンゴ民主主義
共和国 

モザンビーク

アゼルバイジャン

調査対象各国における学校への
攻撃と学校・大学の軍事利用

2020年～2021年

甚大な影響を受けている国

400件以上の教育への攻撃、教育施設の軍事利
用、あるいは教育への攻撃により400人以上の
生徒、教育が被害にあったことが報告・記録
された国

大きな影響を受けている国

200～399件の教育への攻撃、教育施設の軍事
利用、あるいは教育への攻撃により200～399
件の生徒、教育が被害にあったことが報告・
記録された国 

影響を受けている国

10～199件以下の教育への攻撃、教育施設の
軍事利用、あるいは教育への攻撃により10～
199件以下の生徒、教育が被害にあったこと
が報告・記録された国
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日本語概要
2021年5月の戦闘で爆発物による被害を受
けたパレスチナ自治区のガザ地区にある教
室。イスラエル軍とパレスチナ武装勢力の
敵対行為が激化した10日間、290校以上の
学校が攻撃により被害を受けました。
© 2021/Save the Children
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ウクライナ、南スーダン、シリア、イエメンなどでは、2018-2019年と比較し

て、2020-2021年に教育への攻撃が減少しています。これらの減少は、紛争の緩和に関連

しています。（訳注：同報告書は2021年までを対象としており、2022年のウクライナ危

機のデータは含まれない。）

世界的に見ると、学校や大学が軍事利用される事件は、2018-2019年に比べ

て、2020-2021年には2倍以上に増え、570件以上に増加しました。ミャンマーでは、教育

施設の軍事利用が急増し、過去2年間で全体の40％近くが軍事利用の事例となっていま

す。GCPEAはまた、中央アフリカ共和国、コンゴ民主共和国、エチオピア、イラクで軍事

利用の事例が増加していることを確認しました。

少なくとも11ヶ国の教育への攻撃において、少女や女性がそのジェンダーを理由に標的

とされたことが報告されています。アフガニスタン、ナイジェリア、パキスタンなどで

は、武装集団が女子生徒や教員、あるいは教育施設を標的にし、教育へのアクセスを妨

害する事例がありました。さらに、政府軍、国家治安部隊、非国家武装集団が、学校や

大学において、あるいはその通学路にて、女性や少女に対して紛争に関連する性暴力を

ふるいました。

2020年～2021年に報告された教育への攻撃のうち、およそ5分の1で爆発物が使用されま

した。空爆や地上発射の爆発物、即席爆発装置（IED）、地雷、戦争の不発弾等による教

育への攻撃は、教育を標的にしたもの、または結果として巻き添えにされた事例です。

爆発物による攻撃は、しばしば教育インフラに被害を与え破壊し、何百人もの生徒や教

育関係者が死傷する結果となっています。2020-2021年には、こうした攻撃はアフガニス

タン、アゼバイジャヱ、ミャンマー、パレスチナ、シリア、イエメンで最も多く報告さ

れています。例えば、アフガニスタンでは、爆発物を伴う学校への攻撃により、2021年

前半だけで少なくとも185人の生徒や教育関係者（ほぼ全員が少女）が死傷しています。

前回の報告書の発表（2020年）から2022年2月までの間に、新たに9ヶ国が「学校保護宣

言」に賛同し、2022年5月現在では合計113ヶ国（訳注：報告書発表時点では114ヶ国）が

武力紛争状況下での教育の保護を約束しています。国連は2020年、毎年9月9日を「教育

を攻撃から守るための国際デー」と制定しました。すでに2020年と2021年の2回、同国際

デーを迎えており、国連事務総長をはじめとする世界のリーダーたちは「学校保護宣

言」の重要性を強調しました。国連安全保障理事会は、2020年9月に「学校への攻撃に関

する議長声明」を、2021年10月に「学校保護宣言」に明示的に言及した「教育への攻撃

に関する決議」を採択しました。
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主な調査結果

1. 教育への攻撃や学校の軍事利用は、2019年に比べて2020年は約30％増加し、2021年も同じ割合で推移しています。

一方、攻撃や軍事利用による被害者数は、2019年に比べて2020年には半減したものの、2021年には倍増し、パンデ

ミック前に近い割合に戻りました。いくつかの国では、2020年初頭の最初の公衆保健衛生上のロックダウンの間に

は教育への攻撃が減少し、その後2020年末から2021年初頭にかけて学校が再開されると、学校や教員、生徒への攻

撃が急増したことをGCPEAは指摘しています。また、アフガニスタン、ミャンマー、シリア、スーダンなどではパン

デミック下において、政府軍や非国家武装集団が教室が使われなくなったことに乗じ、軍事目的で利用しました。

2020年、被害を受けた人の数が減少したことの説明として、攻撃が発生した際に学校や大学にいた学生や職員が少

なかったことが考えられます。あるいは、パンデミックによって生徒や教員が学校からいなくなったことで、教育

に反対する武装集団や武装勢力が、彼らの出席を暴力的に阻止する必要がなくなったこともその要因の一つと見ら

れます。2021年に学生や教育関係者が対面での学習を再開した際には、被害を受けた人の数はパンデミック以前の

年とほぼ同水準となりました。

2. 2020-2021年に教育機関への攻撃が最も多かったのは、マリ、コンゴ民主共和国（DRC）、ミャンマー、パレスチナ

の4ヶ国でした。各国とも、数百の校舎が破壊され、爆撃、焼失、略奪されるなどの暴力的な攻撃を受けました。

同時期に、インド、ナイジェリア、パキスタン、トルコでは、教育への攻撃により被害を受け　た人が多数報告さ

れました。ナイジェリアでは、少女を含む多数の生徒が誘拐され、他の国々　では、教育政策に抗議した教育者や

生徒が数百から数千人逮捕されたのです。

3. 本報告書では、アゼルバイジャンのナゴルノ・カラバフ紛争とモザンビーク北部のカーボ・デルガド州の反乱にお

ける状況がはじめて報告されました。アゼルバイジャンでは、2020年に激しい戦闘や軍事利用により、130以上の学

校が損傷または破壊されたと報告されています。モザンビークでは、武力攻撃により110以上の教室が破壊されたと

報告されています。

4. ブルキナファソ、コロンビア、エチオピア、マリ、ミャンマー、ナイジェリアでは、2018-2019年と比較して攻撃が

増加しました。ミャンマーでは、2021年2月の軍事クーデター後、学校への攻撃や軍事利用が急増しました。コロン

ビアでは、2020年に武装集団と政府軍との戦闘が激化したため、学校や教育関係者への攻撃はパンデミック中にも

かかわらず悪化したと見られています。2020年末には、エチオピア北部で敵対行為が発生し、その結果、教育への

攻撃が大幅に増加しました。ナイジェリアとブルキナファソでは、武装集団に拉致された学生や教育者の数が増加

しました。

8

日本語要約

5.

6.

7.

8.

9.



新型コロナウイルス感染症の大流行により、世界中の
学校や大学が閉鎖される中、2020-2021年の2年間、教
育はたびたび暴力的な攻撃にさらされてきました。こ
の2年の間、教育への攻撃や教育施設の軍事利用は、
その前の2年間（2018年と2019年）と比較して増加し
ています。

2020年と2021年、教育を攻撃から守るグローバル連合（Global 

Coalition to Protect Education from Attack、以下GCPEA）が

確認した教育への攻撃や学校・大学の軍事利用の事例は、5,000

件を超えました。これらの事例で9,000人以上の学生や教育関係

者が拉致されたり、一方的に逮捕されたり、負傷したり、ある

いは殺害されたりしました。対して、2018年と2019年にGCPEAが

収集した事例は、約9,400人の学生や教育者への被害、4,300件

以上の教育への攻撃や軍事利用でした。

2021年5月、教育への暴力的な攻撃がかつてないほど早いペース

で増加し、また、広範囲にその影響が及んだ2週間がありまし

た。その始まりは、2021年5月8日、アフガニスタンのカブール

の女子校への襲撃でした。320人以上が死傷し、その大半が女子

生徒だったとされています1。カブール襲撃事件の犠牲者の葬儀

の翌日2、パレスチナで敵対行為が激化しているというニュース

が飛び込んできました。2021年5月10日から21日の間にパレスチ

ナでは、290もの教育施設が破損・破壊されたのです3。ま

た、2021年5月17日には、カメルーン北西部の職業訓練センター

から武装集団が11人の教職員を拉致したと報じられ4、同日、

ミャンマーでは2つの学校が爆破されたと報じられました5。そ

の2日後、コロンビアでは治安部隊が学校でデモ隊に実弾を発射

したと報告されています6。同じ週、マリでは武装集団が小学校
を襲撃し、教員の所持品を盗み出しました7。その直後の2021年
5月20日には、イエメンの学校が爆弾に襲われ、4人の子どもが
命を奪われました8。

2021年5月に発生したこれらの事例は、決して例外的なことでは

ありません。過去2年間、毎日平均6件もの教育への攻撃や学校

の軍事利用の事例が記録されています。

報告書「攻撃される教育2022」では、2020-2021年に教育への攻

撃の影響を最も受けた、紛争影響国28ヶ国について報告してい

ます。同報告書は、世界的に教育への攻撃が増加しているもの

の、次のページで強調するように、ある地域では攻撃の数が増

加し、他の地域では減少するなど、国によって、また国内でも

複雑に力関係に変化が起こっていることがわかると分析してい

ます。報告書の「世界の概観」及び「各国の状況」のそれぞれ

の章では、これらの攻撃を引き起こす背景となる要因につい

て、傾向や事例報告とともに紹介しています。

攻撃される教育　2022
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2021年1月27日、インド、トリプラ州アガ
ルタラ市で抗議する教員に対し警察が催涙
弾と放水銃を使用。教員たちは、州内の教
員任用制度の撤廃や採用の不正に抗議し
ていました。

© Times of India/PTI Photolink



学校の生徒、教員、その他の教育関係者に対する攻撃

2020-2021年、GCPEAは、報告対象となっている28ヶ国において、学校の生徒、教員、職員に対する630件以

上の攻撃事例を確認しました。これらの攻撃で、2,400人以上の学生、教員、教育関係者が負傷、死亡、

拉致、脅迫され、約2,300人が逮捕、拘束されたと報告されています。これらの事例は、上述の学校・大

学への攻撃において生徒や教員が負傷したり死亡したりした事例とは別のものです。いくつかの国では、

少女や女性がそのジェンダーによって特に標的とされていました。
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2020-2021年における教育への攻撃と学校・大学の軍事利用の5つ
の形態の傾向

GCPEAは、教育に対する攻撃と教育施設の軍事利用について、5つの形態（①学校への攻撃、②学校

の生徒、教員、その他の教育関係者に対する攻撃、③学校・大学の軍事利用、④学校・通学路での

子どもの徴兵・徴用、⑤学校・大学・通学路での性暴力）および高等教育（大学・研究等）への攻

撃に関して継続した調査を行っています。それぞれの形態に関する、2020-2021年の報告期間におけ

る世界的な動向は以下のようになります。

学校への攻撃 

2020－2021年においては、5つの形態のうち、学校への攻撃が最も多く、GCPEAが収集した教育への

攻撃・軍事利用に関する全報告事件のほぼ3分の2を占めました。2020-2021年、GCPEAは、報告書に

含まれる28ヶ国のうち、27ヶ国で発生した3,000件以上の学校への攻撃に関する事例を集めました。

同期間中、学校への攻撃の影響を最も受けた国はコンゴ民主共和国、マリ、パレスチナで、各国は

2020-2021年に400件を超える攻撃を経験しています。マリでは、数百件もの暴力による脅しを受

け、1,000以上の学校が閉鎖されました9。コンゴ民主共和国では、紛争中に数百の学校が損傷また

は破壊されました。例えば、国連は2020年にタンガニーカ州で340以上の学校が武力紛争により破壊

されたと報告しています10。パレスチナでは、2021年5月、11日間の激しい紛争下で、ガザにおいて

190以上の教育施設が攻撃により被害を受けました11。ある事例では、空爆によりガザの国連救済事

業機関（UNRWA）が運営する2校の29の教室と壁が破損し12、西岸の50以上の学校が休校または取り

壊し命令などを受けています13。

この他に学校への被害が大きかった国として、アフガニスタン、アゼルバイジャン、ミャンマーな

どがあります。
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学校への爆撃の生存者の女子生徒。少な
くとも85人の民間人が死亡、240人以上
が負傷し、その大半は11歳から18歳の女
子学生だったと報告されています。

© 2021 UNICEF/UN0464832/UNICEF 
Afghanistan link

"学校がまた襲われるのではと
心配です" 
シリアでは、2020-2021年に爆発性兵器を使用した学校や大学への攻

撃が少なくとも70件報告されており、その多くが実際の被害や破壊を

もたらしました。時には学校、あるいは生徒や教員が繰り返し被害を

受けることもありました。

13歳のローズは、紛争下で攻撃された２つの学校に通っていました。

「私は以前、町の南端にある学校に通っていましたが、紛争が続いて

いる間に破壊されてました。地下にある別の学校に移りましたが、そ

こも攻撃を受けて破損し、もう学ぶ場所ではなくなってしまいまし

た。2ヶ所も学ぶ場所を失い、今は新しい学校に通っています。私は

誰にも怖いとは言いませんでしたが、先生が『怖いと感じていいんだ

よ』と言ってくれました。今は、自分の学校がまた攻撃を受けること

を恐れていると伝えることができます。」14
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ナイジェリアは最も被害者が多く、1,000人以上の学生や教育関係者が誘拐、負傷、殺

害されたと報告されており、そのうちの少なくとも3分の1は女性や少女でした。これら

の攻撃の多くは正体不明の武装集団によって行われ、2020年12月以降、エスカレートし

ています15。ブルキナファソ、カメルーン、パレスチナ、ソマリア、コロンビアでも、

標的が明確な攻撃や無差別攻撃によって、学生や教育関係者が脅迫、誘拐、負傷、殺害

される件数が多くなっています。

パキスタンでは、教育に関する抗議行動に参加した学生や教員が200人以上、インドで

は1,500人以上が逮捕・拘束されました。

14
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学校・大学の軍事利用

2020-2021年GCPEAは、世界で報告された約570件の教育施設の軍事利用の事例を確認し

ました。GPCEAが全世界から約240件の軍事利用の報告を集めた2018－2019年と比較する

と、軍事利用の事例は2倍以上に増えています。

2020-2021年、24ヶ国で学校や大学の軍事利用が報告され、そのうち23ヶ国が本報告書

で紹介されています。

軍事目的で使用された教育施設が最も多かったのはミャンマーです。2020-2021年の報

告期間中に少なくとも200件が報告されています。国連は、軍事クーデターが発生した

2021年2月から9月までの間に、治安部隊が176の学校や大学を使用したと報告していま

す17。別の国連報告によると、軍事利用の事例は少なくとも13の州や地域で発生してい

ます18。

2020年11月、アゼルバイジャンのイェゲ
ヌート村（キルバジャール）で燃える学
校の外に駐屯する部隊。

© 2020 Human Rights Watch/ Dmitri 
Beliakov

"教員は毎日、毎時間、迫害されている" 

2021年10月5日、カメルーン人の教員たちが、国内の紛争地域で働く教育者の保護

改善を求めて抗議活動を行いました。2020-2021年、教員たちは極北地域のボコ・

ハラムと北西・南西地域の武装分離主義者の両方からの暴力に立ち向かいまし

た。

カメルーン危機教員協会の広報担当者は、米国国営放送局ボイス・オブ・アメリ

カ社に以下のように話しました。

「教員は毎日、毎時間、迫害されています。ある教員は残酷にも殺されてしまい

ました。また、体の一部を奪われ、地域から追い出され、国内避難民となった者

もいます。職を失った者もいます。私は被害を受けた教員たちのことを考えると

心が痛みます。平和が戻ってくることを祈ります。」
16
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学校・通学路での子どもの徴兵・徴用

"中に兵士がいる" "兵士が怖い" 
ミャンマーでは、2021年に全国の学校に治安部隊が配備され、時には基地にするため

に、あるいは別の時には学校を守るためと称して、学校を占拠しました。学校内に軍

隊がいることで、子どもたちは学校に行くことが難しくなります。（訳注：ミャン

マー政府による治安部隊がしばしば子どもを含む民間人を殺害等することがあり、国

際的な非難をあびている）

マグウェイ地域のある10歳の少女は、セーブ・ザ・チルドレンにこう話しました。

「新型コロナウイルス感染症のために、去年はずっと学校に行けませんでした。で

も、今年はあえて行かないことにしました。学校に行きたいけれど、怖いからです。

校門は閉まっているのに、そのなかには兵士がいて、その兵士が怖いのです。私たち

が学校にいる間に、爆弾テロが起こるかもしれないと思うと怖いのです。」19

2021年11月、タンガニーカ州でのコミュニティ間の
紛争で焼失し、修復中の教室の前に立つコ
ンゴ民主共和国カレミエ市の小学生たち。
© 2021 UNICEF/UN0579506/Josué Mulala

2020-2021年GCPEAは、コロンビア、コンゴ民主共和国、マリ、イエメンの4ヶ国に

おいて学校での、あるいは登下校中の子どもの徴兵・徴用に関する事例を確認し

ました。2018-2019年には、子どもの徴兵・徴用に関する報告をGCPEAが確認した

のは6ヶ国でした。2018-2019年にかけて子どもの徴兵・徴用が報告されていた国

のうち、アフガニスタン、ブルンジ、ソマリア、ベネズエラの4ヶ国では、　

2020-2021年にかけて学校・登下校における子どもの徴兵・徴用事例の新たな報告

はありませんでした。2018-2019年にGCPEAが子どもの徴兵・徴用事例を確認した

国にマリは含まれていませんでした。

学校・大学・通学路での性暴力

2020-2021年、GCPEAは本報告書で紹介したブルキナファソ、カメルーン、コロン

ビア、コンゴ民主共和国、ナイジェリア、トルコの6ヶ国を含む7ヶ国において、

学校や大学での、あるいは通学路での性暴力の報告を確認しました。GCPEAは、少

年や男性に対する性暴力の報告も確認していますが、主に女性と少女がこの暴力

の影響を受けています。ナイジェリアを除き、GCPEAは2018-2019年にはこれらの

国々で性暴力の報告を確認していませんでした。2018-2019年、GCPEAは9ヶ国で性

暴力の報告を確認しました。

政府軍、警察などの法執行機関、その他の国家安全保障機関、非国家武装集団に

よる、学校や大学での、あるいは通学路での性暴力は、依然としてデータ収集が

最も困難な分野の一つでした。
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高等教育（大学・研究所等）への攻撃
2020-2021年、GCPEAは本報告書で紹介した国々において、320件以上

の高等教育への攻撃に関する報告を確認しました。このうち、大学

の学生や職員を狙った攻撃は約240件、大学の施設を狙った攻撃は80

件以上報告されています。これに対し、2018-2019年、GCPEAは紛争

の影響を受けた報告対象国の高等教育への攻撃について、約340件

の事例を収集しました20。

2020-2021年には、高等教育への攻撃により580人以上の大学生や職

員が負傷、拉致、死亡し、さらに1,450人が拘束、逮捕、有罪判決を

受けました。

高等教育施設に対する攻撃の影響を最も受けた国は、ミャンマー、
パレスチナ、イエメンで、多くの攻撃で爆発物が使用されていま

す。インドとトルコは、大学生や職員に対する攻撃の影響を最も受

けている国です。両国では、400人以上の学生や学者が、教育に関す

る抗議行動中に、あるいは学業に関連して逮捕されました。

18
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爆発性武器により申告な被害を受けた学
校。ウクライナ東部の前線の村、2021年
4月。
©2021 UNICEF/UN0584686/Filippov

2020年11月 カブール大学襲撃事件

「私たちはとても怖くて、人生最後の日になるかもしれないと思いまし

た。みな叫び、祈り、助けを求めて泣いていました」

2020年11月2日に発生した、カブール大学襲撃事件の生存者（23歳）はこ

のように話ました。この学生は、クラスメートとともに救出されるま

で、IS（イスラミックステート/イスラム国）の武装集団に2時間以上人

質にされました21。

武装勢力は爆発物を使用し、国家治安部隊と戦闘し、数十人の学生や職

員を人質として教室に拘束しました。攻撃は5時間以上続き、約22人の学

生（うち女性10人）22が死亡し、20人以上（多くの女性を含む）23が負

傷を負いました。教室や教材が破壊され、21,000人以上の学生（7,000人

以上の女性を含む）に影響を与えました24。数人の学生が攻撃による心

理的苦痛を訴え、学業に戻ることができなくなりました。数ヶ月後に同

襲撃事件の加害者として6人が裁判にかけられ、有罪を宣告されました
25。この攻撃がもたらした影響について詳しくは、GCPEAの「アフガニス

タンにおける爆発物兵器の影響に関するケーススタディ」を参照くださ

い。
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2021年2月、ナイジェリア・ザムファラ州から拉致された女子学生たち

2021年2月26日金曜日午前1時、女子生徒が寮で寝ている間に、100人以上の武装集団がナイジェリアのザムファ

ラ州ジャンゲベ町にあるナイジェリア国立女子中等教育学校を襲撃したとされています。

襲撃の目撃者はこう報告しています。「（襲撃者たちは）学校の門を破って、警備の男を撃ちました。それから

彼らは寮に移動し、祈りの時間だと言って女子生徒を起こしました。全員が集められた後、少女たちは泣きなが

ら、森に連れて行かれました。彼らは森に向かうときにも空中に向けて銃を撃っていました。」26

当局の報告によると、279人の女子生徒が後に解放されました27 。ナイジェリアでは、武装集団が以前から少女

を標的に集団誘拐を行っています28 。

教育への攻撃におけるジェンダー

© 2021 Kola Sulaimon / AFP via Getty Images

2020-2021年、GCPEAは、教育に対する攻撃において、少女や女

性がそのジェンダーを理由に標的とされたとされる11ヶ国を特

定しました。アフガニスタン、ナイジェリア、パキスタンなど

では、武装集団、政府軍、その他の国家治安部隊が特に少女や

女性を標的にしていました。これらの国々では、女子教育を抑

圧するために女子校が焼かれたり、爆撃されたり、生徒や職員

が脅迫されたり、殺されたり、拉致されたりしています。ま

た、ブルキナファソ、カメルーン、コロンビア、コンゴ民主共

和国などでは、武装集団、軍隊、その他の治安部隊が、学校や

その行き帰りに女性や少女を性的に虐待したり誘拐したりした

例もあります。イエメンでは、武装集団により学校から少女が

徴兵・徴用されました。

GCPEAの調査によると、女性や少女は、攻撃後に学習を再開す
ることがより困難になるなど、教育に対する攻撃からさまざま
な影響を受けていることがわかりました。

武装勢力により拉致された生徒たちの所持品を
前に、子どもたちの無事の帰還を祈る家族。
ベテル・バプテスト高校、ナイジェリア。
2021年6月14日。
©2021 Kola Sulaimon / AFP via Getty Images



加害者の責任を追及し、被害者に支援を提供すること

• 各国内および国際的な司法機関は、教育に対する攻撃を組織的に調査し、加害

者を適切に訴追すべきです。
• 各国政府やその他の機関は、ジェンダー、民族、社会経済的背景、その他の属

性にかかわらず、教育に対する攻撃のすべての被害者に差別なく支援を提供
し、同時に、ジェンダーに基づく個別のニーズや、障害者や避難民などが抱え
る脆弱性を考慮する必要があります。

教育への攻撃を防止するための計画を立て、攻撃による影響を軽減すること。

• 各国政府は、武力紛争下であっても、もし可能な場合は、安全な教育へのアク
セスを維持すべきです。そのために、学校および大学関係者、その他すべての
関連するステークホルダーと協力し、攻撃のリスクを軽減する戦略、および攻
撃を受けた場合の包括的な安全・セキュリティ計画を策定するなどが求められ
ます。

• 政府や自治体などの教育提供者は、新型コロナウイルス感染症後の「学校再
開」キャンペーンの対象者や、遅れを取り戻すための授業への出席者に、学校
への攻撃や治安の悪化、避難のために学習を中断した生徒を含めるようにする
必要があります。また、新型コロナウイルス感染症に対応して実施された遠隔
学習やその他の代替教育プログラムは、引き続き拡大を図ることが求められま
す。

• 政府や自治体などの教育提供者は、紛争を悪化させるような教育ではなく、平
和を促進し、生徒の身体的・心理社会的保護を提供するような教育を保証すべ
きです。ジェンダーに関する固定観念やそれによる社会的な障壁は、教育に対
する攻撃を誘発し、悪化させる可能性があり、かつ、攻撃の結果としてそうし
た固定観念や障壁が生まれることもあります。そのため、教育提供者はそうし
た固定観念や障壁に対処する教育を行うことが求められます。

• 教育への攻撃の後、関係者は教育を「より良く作り直す（Build back 
better）」ことが求められます。そのための資金を確保することが必要です。
学校の建物等を修復するだけではなく改善し、より安全で、すべての生徒と教
育関係者が参加できるようにするための資金を確保が求められます。
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• 武力紛争の当事者は、教育に対する不法な攻撃を直ちに停止すべきです。
• すべての生徒と教育者が安全な環境で学び、教えることができるよう、各国

政府は「学校保護宣言」に賛同し、ガイドラインを実施し、そのための支援
する必要があります。

• 各国政府は、武力紛争における学校の保護に関する「国連安全保障理事会決
議第2601号」を実行に移すべきです。

• 政府軍および武装集団は、ガイドラインの実施を含め、学校や大学を軍事目

的に利用することを避ける必要があります。

教育への攻撃を監視し報告すること

• 各国政府やその他の監視機関は、教育への攻撃への監視・報告を強化するべ
きです。教育への攻撃の種類、性別、年齢別、場所別、加害責任者・グルー
プ別、教育機関の閉鎖日数、施設の種類別といった、細分化されたデータを
収集し、教育への攻撃を防ぎ、対応する努力を改善していくことが求められ
ます。GCPEAの新しいツールキット「教育への攻撃に関するデータの収集と
分析のためのールキット」を利用することが望まれます。
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提言

本報告書は、世界の多くの武力紛争において、教育に対する攻撃が増加していることを明ら
かにしています。教育への攻撃は、教育インフラへの物理的なダメージから、生徒や教育者
への永続的なトラウマや身体的な損傷に至るまで、教育や学習にその場で、かつ長期的な影
響を与えています。また、本報告書の調査結果は、教育に対する攻撃がジェンダーに与える
影響と、これらの攻撃が、男性や少年に与える影響と比してより多くの影響を女性や少女に
与えることを強調しています。以下のGCPEAの主要な提言は、「学校保護宣言」に賛同し、
「武力紛争時の軍事利用から学校および大学を保護するためのガイドライン（以下ガイドラ
イン）」を実行することで実現することができます。

教育への攻撃を終わらせ、「学校保護宣言」に賛同し、ガイドラインを
実施すること

http://toolkit.protectingeducation.org/


2021年3月、イエメン・ハッジャのアルハムジ校のテ
ントで行われた科学の授業で、質問に答える12歳の
生徒。数年前のミサイル攻撃で2階部分が破壊されま
したが、学校は再開しています。
© UNICEF/UN0459566/Marish link
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（表紙写真）攻撃から数日後、教室内を見る、2021年5月8日にアフガニスタ
ン・カブールのサイード・アルシュハダ校で起きた爆破事件の生存者の女子
生徒。©2021 UNICEF/UN0514375 /UNICEF
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